令和2年度広島県介護サービス事業者集団指導研修
「介護サービスの苦情処理について」
広島県国民健康保険団体連合会
（　介護保険課　）
１　苦情処理のねらい
(1)　利用者の権利擁護
介護サービスの利用者は，事業者に対して苦情を言いにくい立場の人が多いものである。
また，著しい過失があったとしても，指定基準に抵触するまでには至らないケースなども見られる。本来は契約上のことでもあり，法的な解決が望ましいが，こうした法的な救済には時間もかかり，
実際は解決が難しいことも少なくない。
本制度には，利用者を実質的に保護しようという権利擁護の考え方が，第一にある。
(2)　介護サービスの質の維持・向上
介護サービスは，一般のサービスと同じように利用者と事業者との契約によって成り立つことにな
るが，その際，サービスの質を一定の水準に保つことが必要である。
苦情処理は，このようにサービスの「質」のチェック機能として，重要な役割を果たすことが期待
されている。
２　苦情処理に係る関係機関の役割
　(1)　介護（予防）サービス事業者
　　　 介護（予防）サービス事業者は，提供したサービスに関する利用者及びその家族からの苦情に迅速
かつ適切に対応するため，苦情を受け付ける窓口の設置等必要な措置を講じるとともに，利用者等か
らの苦情について，市町及び国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」という。）が行う調査に協
力し，指導及び助言を受けた場合には，これに従って必要な改善を行い，求めがあった場合には，そ
の改善内容を報告しなければならない。
	◆苦情に関する対応については，「運営基準」に規定されている。
・居宅サービス関係…厚生省令第37号第36条，厚生労働省令第34号第3条の36
・地域密着型サービス関係…厚生労働省令第34号
・介護保険施設関係…厚生省令第39号第33条，第40号第34条，第41号第32条
・介護予防サービス関係…厚生労働省令第35号第34条，第36号第36条
・特別養護老人ホーム…厚生省令第46号第29条


　
(2)　居宅介護（介護予防）支援事業者
　　　 居宅介護（介護予防）支援事業者は，自ら提供したサービス又は居宅介護（介護予防）サービス計
画に位置付けたサービス等に対する利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応しなければ
ならない。
　　 　また，居宅介護（介護予防）サービス計画に位置付けたサービス等に対する苦情の国保連合会への
申立について，利用者に対し必要な援助を行わなければならない。
	・居宅介護支援…厚生省令第38号第26条
・介護予防支援…厚生労働省令第37号第25条


　(3)　市町
　　 　市町は介護保険の実施主体であり，地域住民にとって最も身近な苦情相談の窓口であるとともに，
区域内の介護サービス事業者に対し調査及び指導・助言を行う役割を担っている。
	介護保険法第23条，第76条，第78条の2，第78条の10
厚生省令第37号第36条


　(4)　都道府県
　　　 都道府県は，事業者指定，報告聴取等事業者に対する指導権限及び必要に応じ指定取消などの行政
処分を行う権限がある。
　　 　また，介護保険審査会を設置し，保険給付，要介護（要支援）認定などの行政処分に対する不服申
立（審査請求）に関する事務を行っている。
	介護保険法第24条，第70条，第75条，第76条，第78条，第92条，他
介護保険法第183条，第184条


　(5)　国民健康保険団体連合会
　　　 国保連合会は，介護サービスの利用者等からの相談に応じるとともに，苦情申立に基づき指定事業
者等に対し，サービス等の質の向上を目的とする調査及び指導・助言（苦情対応業務）を行うこととされている。
	介護保険法第176条，厚生省令第37号第36条　他「運営基準」


　(6)　その他（各種相談窓口）
　 　　サービス事業者と市町との中間に位置するのが，身近な各種相談機関や相談相手である。
　　 ・相談機関：地域包括支援センター，在宅介護支援センター，社会福祉協議会等
　 　・相談対応者：医師，保健師，看護師，民生委員等
　(7)　福祉サービス運営適正化委員会
　　 　高齢者福祉以外の障害者福祉や児童福祉等でも，措置制度から利用制度に移行されることに伴い，
利用者保護の制度が創設された。それが地域福祉権利擁護制度と福祉サービス運営適正化委員会(以下「運営適正化委員会」という。)である。
　　 　運営適正化委員会は，福祉サービス利用援助事業の適正な運営を確保するとともに，福祉サービス
に関する利用者等からの苦情を適切に解決するため，都道府県社会福祉協議会に運営適正化委員会を
設置することとなっている。
特に，運営適正化委員会は，介護保険の苦情処理との関連が大きいと考えられる。
	社会福祉法第83条，第84条，第85条，第86条


３　国保連合会の苦情処理の概要
(1)　対応する苦情
　　①　介護保険上の指定サービスであること。
　　　　指定事業者が行う指定サービスであること。
※基準該当サービスや市町の特別給付については，対応できない。
　　②　市町域を超える案件である場合
　　　　利用者居住の保険者（市町）と事業所所在の市町が異なる場合は，保険者にあたる市町が，調査あるいは指導が行き届かないことも想定されることから，市町の要望を受けて対応する。
　　③　苦情を市町で取り扱うことが困難な場合
　　　　権利関係が複雑で，専門的知識などを求められる場合等
　　④　申立人が，国保連合会での処理を希望する場合
　　　　上記以外の場合であっても，申立人が，国保連合会での処理を特に希望する場合は，対応する。
(2)　対応できない苦情
　  ①　既に訴訟を起こしている事案
　  ②　訴訟が予定されている事案
　  ③　損害賠償などの責任の確定を求める事案
　  ④　契約の法的有効性に関する事案
　  ⑤　医療に関する事案や医師の判断に関する事案
(3)　介護サービス苦情処理委員会
　　　国保連合会では，苦情処理業務を円滑・適切に処理するために，幅広い分野の専門家で構成する「介
護サービス苦情処理委員会」を設置し，苦情案件について，要件審査，調査事項及び指導・助言の内容
など重要事項を審議している。
　  ①  委員の定数
　　　  都道府県の被保険者数等に応じて定めることとされ，広島県は３名。
　  ②　委員の構成
　　　  中立公正な立場で活動できる学識経験者を中心に選考し，現在，大学教授，医師，弁護士により
構成している。
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(4)　苦情申立・相談の受付状況（過去５年間分）
①　受付件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　（件）
	区　　　分
	年　　　度

	
	27
	28
	29
	30
	1

	苦　情　申　立
	0
	1
	7
	0
	3

	相　　　　　談
	121
	86
	111
	54
	48

	合　　　計
	121
	87
	118
	54
	51


　　②　相談内容別件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（件，％）
	区　　　分
	年　　　度
	合　　計

	
	27
	28
	29
	30
	1
	件　数
	構成比

	サービスの利用や内容
	72
	54
	71
	40
	31
	268
	63.8

	ケアプランの作成
	2
	1
	1
	2
	0
	6
	1.4

	利　用　者　負　担
	1
	1
	1
	2
	0
	5
	1.2

	要　介　護　認　定
	5
	3
	8
	2
	2
	20
	4.8

	保　　　険　　　料
	4
	4
	1
	1
	0
	10
	2.4

	そ　　　の　　　他
	37
	23
	29
	7
	15
	111
	26.4

	合　　　計
	121
	86
	111
	54
	48
	420
	100.0


③　相談のサービス種類別件数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（件，％）
	区　　　分
	年　　　度
	合　　計

	
	27
	28
	29
	30
	1
	件数
	構成比

	訪問介護
	19
	10
	17
	11
	11
	68
	16.2

	訪問入浴介護
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0.0

	訪問看護
	2
	1
	3
	2
	0
	8
	1.9

	訪問リハビリテーション
	0
	1
	0
	0
	0
	1
	0.2

	通所介護
	6
	8
	8
	6
	12
	40
	9.5

	通所リハビリテーション
	6
	3
	1
	0
	0
	10
	2.4

	福祉用具貸与
	2
	2
	1
	0
	0
	5
	1.2

	短期入所生活介護
	2
	5
	9
	3
	4
	23
	5.5

	居宅療養管理指導
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0.0

	認知症対応型共同生活介護
	5
	6
	5
	1
	0
	17
	4.1

	特定施設入居者生活介護
	5
	3
	5
	6
	3
	22
	5.2

	居宅介護福祉用具購入
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0.0

	居宅介護住宅改修
	3
	0
	0
	0
	0
	3
	0.7

	居宅介護支援
	7
	5
	6
	0
	0
	18
	4.3

	介護福祉施設
	10
	7
	6
	6
	8
	37
	8.8

	介護保健施設
	12
	11
	10
	5
	0
	38
	9.1

	介護療養施設
	0
	0
	0
	3
	0
	3
	0.7

	小規模多機能型
	0
	1
	0
	0
	0
	1
	0.2

	その他
	42
	23
	40
	11
	10
	126
	30.0

	合　　　計
	121
	86
	111
	54
	54
	420
	100.0


(5)　苦情申立の事例（事例は，個人の情報等が特定できないように編集しています。）

【事例】（要約）
	申立人
	利用者（年齢・性別・要介護度）
	サービスの種類

	息子
	80代
	女性
	要介護1
	認知症対応型共同生活介護

	1　苦情申立の背景

⑴　平成25年5月21日に父が入院していたＡ病院から，老健施設のＢ施設に入所することになり，私の母と姉夫婦でこの施設に連れて行った。Ｂ施設については，知人から感染症対策のため，面会を厳しくしていると，以前に聞いていた。
父の部屋は入所したときから，退所まで個室を借りていたが，入所時に，家族は，Ｂ施設の建物内に入れずＣ相談員から出入口付近で，父と荷物を引き渡す様に言われた。

　　　平成25年6月1日に母といとことで父の面会に行ったところ，母だけが面会を許されたが，個室には入れず，事務所前にある応接セットがある場所で，父と面会した。

　　　面会時には，事務所の前にあるノートに面会記録として名前を記入することになっているが，これまでの面会者の名前の下に記入するようになっていたので，常時そこに置いてあるのなら，プライバシーや個人情報が守られていない様に思えた。
　　　申立人自身も何度か面会に行ったが，冬季は感染症対策で母しか面会できなかったが，親戚が5人で面会に行くと，父と面会をさせており，大変驚いた。

　⑵　平成26年4月9日にＣ相談員から，父をＡ病院に連れて行くようにと連絡があった。
翌日Ａ病院に転院させたが，父の体調が回復したら，Ｂ施設に戻るものだと思っていたが，戻ることのできない退所扱いをうけた。このため納得できず，Ｄ医師とＣ相談員に，退所の理由について説明文書をもらった。その内容には，平成26年4月8日に，母へ転院の状況説明をしたとあったが，母は，Ｄ医師とは退所時にロビーで話かけられた時しか話をしたことがないと言っている。そこで，医師診療記録と看護・介護記録等を調べたところ，平成26年4月8日のＤ医師の記録はなかった。Ｃ相談員に母に戻ることのできない退所である説明をしたのかと聞くと，「お母さんに言っています。」とそればかりの対応だった。

　　　Ｂ施設からＡ病院へ転院時，戻ることができない退所だとは思っていなかった。平成26年4月17日にＡ病院のＥ精神保健福祉士との面談で，「Ｂ施設は3か月待つ」と言っており，その時の記録がある。また，Ａ病院との記録とも一致している。
⑶　その後，父が平成26年7月22日にＡ病院で亡くなりましたが，退所のいきさつもあり，母がＢ施設でのデイサービスに行く気になれず，Ｃ相談員と話をすることもなく，父や母の担当保健婦さんが，母がＢ施設で作っていた手芸材料や糸切りバサミなどを持って来てくださり，父のお小遣いの残金も看護師さんが届けてくれた。
２　苦情申立の趣旨
　⑴　冬期間の感染症の面会制限を１人だけにするのではなく，ある程度の人数が面会できる様にして欲しい。
⑵　借りた個室に家族以外の方も面会できる様にして欲しい。
⑶　支援相談員は，対応を丁寧に，誠意を持って説明して欲しい。
⑷　利用者のプライバシーを守る為にも，ロビーでの面会だけにするのはやめて欲しい。
⑸　退所説明は事前に日時を決め，保護者１人ではなく，家族など２人以上で明確な説明を聞ける様にして欲しい。
３　施設の調査結果等

⑴　調査の内容等
　　介護サービス苦情処理委員会の決定に基づき，令和2年1月10日にＢ施設を書面調査した。
後日，施設から次の文書回答や資料等の提出を受け，委員会で審議し，指導に該当する事実は確認できませんが，面会簿の取扱いについて助言した。

①　感染症等に係る面会制限について

　②　面会時に個室に入れず，事務所の応接セットのある所を利用することについて
　　③　支援相談員は，対応を丁寧に，誠意を持って説明して欲しいことについて
④　退所時の説明について。等
　⑵　調査の回答等

　　①　回答内容

ア　感染症等に係る面会制限について

　　　　施設の感染対策レベル表の規定があり，その時点におけるレベルに応じた面会制限をしている。
　　イ　面会時に個室に入れず，事務所の応接セットのある所を利用することについて

　　　　飲食物の持ち込みによる感染症や事故を防ぐための対策として，基本的には居室での面会は断っており，面会は事務所前のロビー又は談話室を利用することを入所時に感染症等にかかる面会制限と併せて説明している。
　　ウ　支援相談員は，対応を丁寧に，誠意を持って説明して欲しいことについて
　　　　申立人のご家族には，わかりやすく退所等について，丁寧に説明し納得いただいているものと思っていた。
　　エ　退所時の説明について
　　　　　病院へ転院する必要がある場合，退所説明についてはほとんどが急を要することが多いため，医師がキーパーソンに電話で説明しており，また，家族間のもめごと等を回避するために，利用者に関する相談はキーパーソンの方で統一している。
②　提出資料

　　　重要事項説明書，介護サービス計画，看護・介護記録，相談記録，令和元年度研修資料
　　　緊急時の対応マニュアル

４　処理結果等

 ⑴　施設への対応

　　 Ｂ施設からの提出された調査の結果の回答や資料等を確認した範囲では，介護保険法第176条第1項第三号の「指導」に該当するような対応や事項は確認できませんでした。
　　 ただ，面会簿の取り扱いについては，個人情報保護の観点からもう少し工夫の余地があるかも知れないので，検討するよう助言を行った。

⑵　申立人への対応　　
　　　Ｂ施設への「指導」が確認できなかったと通知したが，面会簿の取り扱いについて助言した。
申立人の主張とＢ施設の主張で食い違う部分については，どちらの主張が正しいかを判断することは，国保連合会の苦情処理の権限と能力を超えており，判断できない旨を付記した。

　⑶　保険者及び広島県への対応

　　　苦情申立書，Ｂ施設からの調査回答，Ｂ施設及び申立人への結果通知・写を情報提供した。




 (6)　相談事例（事例は，個人の情報等が特定できないように編集しています。）

【事例1】認知症の進行のある母親の対応について
	相談内容
	国保連合会の対応

	母は，平成30年4月に病院でレビー認知症と診断され，心臓の大動脈弁狭窄症で障害の１級と耳が聞こえにくいので補聴器を付けているため障害6級と要介護３の認定を受けている。
　平成31年4月からアルツハイマー型のAグループホームに入所していたが，認知症の進行が早く，6月に施設長から「お母さんは不穏状態になった時，攻撃的になったりすることがあるし，夜中に歩き回ったり，隣のドアを開けたりするので困っている。」と連絡があった。
　また，スタッフから「娘さんが来ると安心されるので顔を見せてください。」と，月に1，2回程度で連絡があり，認知症の進行の対応に施設も困っている。
　このような状態だったので，2月12日にB病院に入院したが，Aグループホームに席があるので支払いがある。
　母は生活保護を受けているので，B病院とAグループホームの支払いが大変である。
　Aグループホームに入所する時，施設長は「私達に任せてください。」と言われたので，退院した方がいいのかどうか悩んでいる。
どのようにすればいいのか教えて欲しい。

	お母さんを退院することについて主治医に相談されているか確認を行い，主治医からもう少し入院することが必要であると言われたとのことなので，施設長が「私達に任せてください。」と言われたことは，入所する時であり，今はお母さんの認知症が進行している状況なので，主治医の言われたことを施設長に伝え対応することが必要ではないかと助言した。



【事例2】裁判結果に対しての不満について
	相談内容
	国保連合会の対応

	私の父はA町の施設を利用していたが，徘徊し，事故で亡くなった。
この件は裁判し，施設は過失を認め，直ぐ和解となったが，調査内容も不十分で，施設も弟や親戚には謝罪したが，私には謝罪もなく不満である。
この件は，連合会に報告されているのか，また今更どうこうするつもりはないが，裁判する前にそちらに訴えることはできたのか。

	国保連合会は利用者等からの苦情申立を受け，必要に応じ事業所の調査，指導等を行っていくが，今回のように裁判を視野に入れている案件は，対象除外とさせていただく可能性が高いと対応した。


【事例3】新型コロナウイルス感染症に係る利用制限について。
	相談内容
	国保連合会の対応状況

	Aという施設の者なのですが，本施設は複数の建物があり，その中の一つでコロナウイルスのクラスターが発生した。
クラスターが発生してない建物の利用者で認知症の方がおられるが，その方が他の施設（B）のサービスを利用しようとしたときに，本施設（A）でコロナウイルスのクラスターが発生したことを理由として，2週間程度はサービスの利用を自粛するようBから連絡があった。
サービスの利用者は，クラスターが発生した建物は利用していないし，感染者には接触もしていない。にもかかわらずサービスの利用を制限することはおかしいのではないか。C市にも相談したが，Bは自粛の呼びかけを止めない。これは差別である。いかがなものか。

	国保連合会はコロナに関する制限を撤廃する権限は有していないが，C市にも相談されているということなので，C市に対応状況について確認してみると回答した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　C市の対応状況を確認し内容を相談者に伝えた。



【事例4】施設との契約について。
	相談内容
	国保連合会の対応状況

	母をグループホームに入所させている。母は軽い認知症がある。
この入所については，母は重い認知症があると長男が嘘をつき施設と契約したものである。
私には入所について連絡がなく長男が勝手にしたものであり，母親は施設を出たいと思っているため，自由にさせてやりたいが，長男は施設から出さないつもりである。
私は母親が入所している施設を長男から教えてもらえないため，自分で母親の居所を探し当てた程である。
母親は施設から出たいと思っているため，私が面倒をみたいと思っているが，長男がそれを許さない。人間の尊厳に関わることである。施設の弁護士からは契約は長男としているため，あなたの意思は無効であると言われる。
※同じ話を繰り返される。

	お母さんの入所については，もう一度よく長男さんと話されてはどうかと助言した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　傾聴し，対応を終える。



４　苦情の要因
　　サービスの種別を問わず，苦情に至るケースには，次のような共通した要因が見受けられる。
　事業者は，日頃から苦情が発生しやすい場面を洗い出し，十分な予防措置を講じることが重要です。
	(1)　利用者・家族等への説明不足

	　サービスは適切に行われていても，説明が不十分だったために苦情となる事例が，多く見受けられる。
事業者としては十分説明を行ったつもりでも，利用者や家族等に十分理解されないままサービスが行われたため，苦情となる場合もある。
　事業者と利用者・家族とでは，介護保険に関する知識や情報量に大きな差があることに留意し，口頭
による説明だけでなく，書面等による説明も行うなど，理解しやすい方法を工夫する必要がある。

【留意点】

　①説明者は適切か　②説明する時期は適切か　③説明の方法は適切か　④説明の内容は適切か

	(2)　利用者の状態把握の不足

	　利用者の状態を日頃から的確に把握し，必要に応じて各種サービス計画書を見直すことは，事故や状態悪化等を防止するためにも重要です。

	(3)　利用者・家族等の要望把握の不足

	　利用者や家族等の意向や要望の把握が不足していたために，適切なサービスが行われていないとの苦情が見受けられる。
　日頃から，相談窓口の設置等により，利用者や家族等の意向や要望の把握に努めるとともに，サービス開始時には，特にきめ細かな要望の把握に努め，要望等への対応の可否について，利用者や家族等に十分に説明し，同意を得ることが重要です。

	(4)　情報共有・連携の不足

	　職員・関係者間で必要な情報共有ができていないことにより，連携不足に起因する苦情や事故等が見受けられる。
　利用者に安全で適切なサービスを提供するためには，事業者内においては職員間の役割や責任を明確にして情報の共有化を図るとともに，関係機関との連携体制を確立し，円滑にサービス提供が行えるようにすることが重要です。

	(5)　記録の不備

	　記録は，事業者が提供したサービスの具体的内容や，利用者の状態を適切に把握するために重要なものです。また，利用者等からサービス提供等の説明を求められた際の説明資料となり，事故，状態悪化及び苦情等の対応を明らかにする資料にもなる。
　事業者は，必要な情報が的確に記録できるよう記録の記載や保管のルールを定め，職員に周知徹底する必要がある。
（例）記録は，消えない筆記用具（ボールペン等）で記載し，修正する場合には，取消し線を引いて
修正の経緯等を記載する。また，サイン欄を設けて記録者や確認者を明確にする。


５　協力依頼
【国保連合会への連絡】
	対　応　内　容
	電　話　番　号

	◆事業者
・請求に関する問合わせ
・審査結果（返戻等）に関する問合わせ
	（082）554-0782

	◆サービス利用者及び関係者等
・介護サービスに係る相談や苦情
	（082）554-0783
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